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流れを遡る津波の砕波機構に関する研究

The Study on the Wave-Breaking Mechanism of Tsunami Against Flow

笠原健治1・藤間功司2・鴫原良典3

Kenji KASAHARA, Koji FUJIMA and Yoshinori SHIGIHARA

The ratio of water surface velocity to wave celerity is applied as the wave-breaking criteria, and the hydraulic experiment

is carried out to clarify the relationship between Froude number and the wave-breaking criteria. The estimation method

of wave-breaking criteria including flow effect is proposed and its validity is confirmed by comparing to the experimental

result. In addition, we study the governing equation, space grid size and scheme of advective term in order to express the

transformation of flow-ascending tsunami adequately in numerical simulation.

1.　は じ め に

津波は沿岸域に被害を及ぼすだけではな く,河 川に侵

入 ・遡上 し,河 口か ら数km上 流 の地点において も被害

を及ぼす可能性がある.河 川における津波被害の形態と

して,橋 梁等の構造物の破壊,船 舶に代表される河川係

留物の流出及び越流による氾濫等が考え られる.特 に,

河川を遡上する津波が砕波 し,砕 波段波となって遡上す

る場合や構造物に到達する直前で砕波が生 じた場合,構

造物には大きな衝撃波力が作用 し,コ ンクリー ト壁です

ら破壊 される可能性がある.(有 川 ら,2007)

したがって,河 川中を遡る津波の砕波波高及び砕波位

置を精度よく予測することは構造物の設計やハザー ドマッ

プの作成において極めて重要であるといえる.

既往の研究により,静 水中を伝播する津波の砕波限界

(松山 ら,2006)や,砕 波することな く逆流場を遡上す

る津波の挙動(安 田,2007)は 明 らかになりつつある.

しか し,逆 流場を遡上する津波の砕波現象に関する研究

は殆 ど行われておらず,本 現象の解析手法に関する知見

の蓄積が求められている.

本研究では砕波限界 に水表面流速波速比us/Cを 採用 し,

水 理実験により一様流を遡上する津波の砕波限界を明ら

かにするとともに,実 験値 との比較を通 じ,提 案する砕

波限界算定式の適用性について検討を行 った.ま た,有

限差分法による実験の再現計算を通 じて,河 川を遡上す

る津波の数値計算に適 した支配方程式,空 間格子間隔,

移流項の差分精度について検討を行 った.

2.　水 理実験

(1)　実 験装置の概要

本実験で使用 した実験装置は,図-1に 示す全長19m,

幅0.4m,高 さ0.3mの 矩 形断面水路である.勾 配3/5の 斜

面 の後 に続 く14mの 区間において,勾 配を水平か ら1/60

まで昇降ハンドルを用いて無段階で変化 させることがで

きる。造波はフラップ型造波装置で行 う.水 路の上流端

に給水機構,下 流端に排水機構が設けられており,ポ ン

プを作動させることにより水路内の水を循環させ,河 川

流を模擬することができる.

水路底面 は鋼板であり,Manningの 粗 度係数は0.01～

0.012(s/m1/3)で あ る.こ の値 はプロペラ流速計により

水路を流下する流れの流速を測定 し,Manning式 か ら算

定 した.

図-1　実験装置の概要

(2)　実験条件及び方法

水理実験は水路勾配,流 量,水 深,入 射波高,入 射波

周期を変化させ,25ケ ース行 った.な お,い ずれのケー

スも水路の途中で砕波 した.実 験条件とその観測諸量を

表-1に 示 す.表 中,Iは 勾配,Qは 流量,h0及 びH0は 図-1

A点 で の水深と波高,T0は 入射波の周期,Hbは 砕 波時の

波高である.

可変勾配区間の入 り口(図-1A点)を 進行方向の基
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準(x=0m)と して,1m間 隔で波高計を設置 し,伝 播す

る波の水位時系列を測定 した.測 定には容量式波高計

(ケ ネ ック製)を 用い,サ ンプ リング周波数は500Hzと

した.入 射波を目視で追跡 し,砕 波位置の測定を行 った.

実験から砕波時の水表面流速波速比us/Cを 求め るには,

砕波直前の波峰の水平方向流速usと波 速Cを 測定する必

要がある.usに ついては波峰の高さにプロペラ流速計を

設置 して測定 した.Cに つ いては1m間 隔で設置した2本

の波高計間を波峰が通過する時間をもとに算定 した.

表-1　砕波を起こす実験条件

3.　実 験結果及 び解析

(1)　流れの影響を考慮 したus/C算 定式

水位時系列データを もとにus/Cを 算定する式を導 く.

既往の研究(土 屋 ら,1975)に よれば,流 れ場を伝播す

る波の諸量(波 速C,線 流量M)は 同様の波が静水中を

伝播す る際の諸量(波 速C0,線 流量M0)に 流 れの影響

(流速V)を 線 形的に付加 したものに近似で きる.図-2

は波 と流れ共存場の模式図であり(η:水 位,h:水 深),

式(1)の よ うに流れの影響をモデル化する.式(2)は 水 位

ηが(C0+V)で 進行するときの波動方程式であり,式(3)

は長 波理論 における連続の式である.式(2)と(3)を 連 立

し,η=0の とき,M=Vhと すれば式(4)が得 られる。

図-2　波 と流れ共存場の模式図

(1) (2)

(3) (4)

砕波す る条件下,つ まり波高水深比 ε～1,相 対 水深

σ<<1で は藤間 ら(1986)に よ ると,水 表面の水平方向

流速usは以 下のように表 される.

(5)

ここに,uは 断面平均流速(=M/D),Dは 全水深であ

る.式(5)に,式(4)を 代入 し,式(2)を 用 いて変形を行 う

と水位時系列データをもとにus/Cを 評価する以下の式を

得る.

(6)

これにより,砕 波位置の直前において水位時系列を測

定することで同位置のus/Cの 時系列を得ることができ,

そ の最大値を砕波限界 とする.な お,式(6)の 破線は松

山 ら(2006)の 式 に比べ,流 れの影響を考慮することに

よって付加 された項である.

(2)　実験値と算定値の比較

表-1の 各 ケースにおいて,プ ロペラ流速計で測定 した

波峰の流速から算出したus/Cと,砕 波点直前の水位時系

列を基に式(6)を用 いて算出 したus/Cを比較 したものが図

-3で ある.な お,横 軸は砕波点におけるフルー ド数 とす

る.式(6)右 辺 の(C0+V)は 砕波点 とその1m手 前 に設置

した波高計間を波峰が通過する時間をもとに算出した実

験値である.図-3か ら,実 験値と,水 位時系列を用いて

式(6)か ら算定 した値はよく一致 しており,式(6)に よ り,

流れがある場合の砕波限界を評価することができるとい

える.ま た,砕 波限界はフルード数の増加に伴い,や や

増大 し,Fr=0.1付 近 を境に減少に転 じる.水 表面流速

と波高 は概 して比例 の関係にあるか ら,フ ルー ド数が

0.1程度 よ りも大 きくなると,遡 上す る波はよ り小 さな

波高で砕波するといえる.こ れは,流 れを遡る波の波高

は流れが緩やかな場合は増幅し,流 れが速 くなると減衰

に向かうという既往の研究(佐 藤,1975;安 田,2007)
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と定 性的に一致 している.実 際の河川,特 に河口か ら数

kmの 区間におけるフルード数 は概ね0.1以下 である.し

たがって,河 川を遡上する津波の数値計算において砕波

限界 としてus/C=0.6を 用 いても大きな支障はないといえ

る.式(6)はV=0と す れば松山ら(2006)の 式 と一致す

るため,流 れのある,な しに関わらず,一 元的に適用す

ることができる.図-4は 流れがない場合の適用性につい

て,松 山らの実験値との比較を行 った結果であり,式(6)

は流 れがない場合にも適用可能であることを示 している.

Case8,10及 び25は 静水中を伝播するケースであり,そ の

実験結果から,砕 波位置における波高水深比と相対水深

を求めると,こ れ らの値は合田(2007)の 波高水深比に

関する砕波限界とよく一致する.な お,一 連の水理実験

において,水 路勾配と砕波限界に関係を見 ることはでき

なかった.

4.　数 値計算

(1)　流 れを遡る津波の数理モデル

以下の4つ の支配方程式を用いて数値計算 を行い,そ

れぞれの計算結果を水理実験結果と比較 した.水 理実験

において,伝 播する波は非線形性と分散性の影響により,

波 形が急峻になり,波 高が増幅 して砕波に至 る.式(7)

の浅水理論は鉛直方向に対する運動は一様であるという

静水圧近似をすることで導かれる.し たがって,流 れを

遡 る津波の波形 と波高の変化を再現することは困難であ

図-3　 砕 波 時のus/Cと フル ー ド数 の関係

図-4　式(6)から算定したus/Cと松山らの実験値の比較

る.

一方
,波 形曲率に起因する鉛直方向加速度の効果を浅

水理論に付加 したものが非線形分散波理論である.式(8)

及 び式(9)は津 波の数値計算で多用される鉛直積分型のP

eregrine式及 びMadsen-Sorensen式 で ある.式(10)は 分散

項 に非線形 性を考慮 した後藤 の式で ある.な お,

c0=√ghで ある.

(7)

(8)

(9)

(10)

式(8)～(10)の 右辺第2項 は岩瀬 ら(2001)の 砕波減衰

項である.vβ は渦動粘性係数であり,vβ=0.23√gDη で

表される.な お,連 続の式は式(7)～(10)の いずれにおい

て も式(3)で示 される.運 動の式において線形項は2次 精

度の中心差分で差分化 し,移 流項は式(7)で は1次精度の

風上差分を,式(8)～(10)で は2次 精度の風上差分を用い

た.ま た,式(8)～(10)で は,分 散項を安定かつ効率的に

計算できる2段階混合差分法(原 ら,1997)を 用 いた.

(2)　水理実験の再現計算

河川流を模擬するため,初 期条件 として全ての計算格

子点に線流量を与えた.上 流端境界条件として計算ステッ

プ ごとに流量を与え,下 流端境界条件には図-1A点 で

測定 した水位時系列を強制入射として与えた.砕 波減衰

項はus/Cが砕 波限界を超えた波峰点を中心に前後の波谷

まで与え,対 象 とする波峰の波高水深比が0.55に な るま

で付加 し続けた.各 実験の再現計算では砕波限界を一様

にus/C=0.6に す るのではな く,各 実験において式(6)か

ら求めた砕波限界を用いている.本 稿提出後の研究にお

いて,us/C=0.6と して各実験の再現計算を行うと,砕 波

波高について実験値 と計算値の誤差が最大30%程 度 にな

り,式(6)を 基 にした砕波限界 あるいは,図-3の 回帰曲

線を砕波限界として用いると,い ずれのケースでも砕波

波高誤差が10%以 内 に収まることがわかった.空 間格子

間隔△x,時 間格子間隔△tは1cm,0.005sと した.

a)　分散項の影響



104 海 岸 工 学 論 文 集　 第55巻(2008)

図-5はCase15に おいて実験値 と式(7)及 び(8)の計 算値

を比較 した ものである.式(8)を 用 いた場合,第1波 は波

高,波 速 ともによく一致 している.一 方,式(7)を 用 い

た場合,波 高増幅及び波形を再現で きないことに加え,

第1波 先端に高周波成分が発生 し,波 高を適切に評価す

ることができない.こ のことか ら,河 川を遡上する津波

の数値解析には鉛直方向加速度を考慮 したBoussihesq系

方程式を用いる必要があるといえる.

b)　分散項の比較

図-6はCase15のx=10mに お いて,水 理実験及び式(8)～

(10)を用 いた数値計算か ら得 られる時間波形を比較 した

ものである.式(8)及 び(9)によ る結果は波高,波 速 とも

に実験値とよく一致 しており,式(10)は 波 高,波 速 とも

に過小評価になっている.他 のケースの比較でも同様の

傾向が見られた.岩 瀬 ら(2002)は,提 案されている種々

の非線形分散波理論式の津波数値計算への適用性 につい

て検討 している.そ の結果,深 海域 における波数分散現

象や浅海域のソリトン分裂波の挙動を再現するには式(8)

及 び(9)が適 してお り,ソ リトン分裂波の挙動 の再現に

ついては僅かであるが式(8)が優 位であるとしている.

また,式(10)は 分散項の係数に全水深D(=η+h)を 用

いており,式 中における分散項の寄与が他式に比べ大き

いので,波 形は幅広 になり,波 速は小さくなると指摘 し

ている.図-6か ら,流 れを遡 る津波の数値計算において

も岩瀬らの検討結果と同様の傾向があり,同 現象の解析

においても式(8)及 び(9)を用 いるのが適当であるといえ

る.本 研究で対象とする,河 川をはじめとする流れ場は

浅海域以浅であるので以下,式(8)を 用 いて各種検討を

行う.

c)　移流項の精度及び空間格子間隔の影響

紙面の都合上,水 路勾配及び流量が互いに異なる3ケー

ス(Case8,15,18)の み を取 り上げ,そ の結果を示す.

図-7は 式(8)に お いて移流項を1次 及び2次 精度の風上差

図-5　水理実験と数値計算結果の時間波形の比較(Case15)

図-6　Case1510mに おける水位時系列の比較

分 として各ケースの数値計算を行い,そ の結果を実験結

果 と比較 したものである.図 中,黒 丸(●)は 実験にお

ける波高計の最大水位を示 し,白 丸(○)は 砕波点の水

位 を示す.1次 精度の風上差分では数値粘性の影響によ

り波高増幅が高計の最大水位を示 し,白 丸(○)は 砕波

点の水位を示す.1次 精度の風上差分では数値粘性の影

響 により波高増幅が抑えられ,砕 波が遅れていることが

わかる.ま た,波 高増幅は抑え られているが,伝 播する

にしたがって波形は急峻になり,砕 波に至る.こ の結果,

実験値よりも小さな波高で砕波 している.こ のことか ら,

砕波波高及び砕波位置を適切に評価するには移流項 に高

次精度の風上差分を用いる必要がある.

図-8は 空 間格子間隔△xが 数値計算結果に与える影響

を検討するため,式(8)に おいて△x=0.5cm,1cm,2cm

と してCase8,15,18の 数 値計算を行い,そ の結果を水

理実験結果 と比較 したものである.△x=1cmで 計算結

果は実験値 とよく一致 している.△xを より細か くして

も伝播波形に大きな差異はなく,粗 いと波高増幅を十分

に再現できない.本 実験において,入 射波が砕波する直

前の波長 はいずれのケースにおいて も0.8～1.0mで あ っ

た.こ のことから,河 川を遡上する津波の挙動を正確に

再現するには1波長を80～100分 割する必要がある.波 高

増幅が再現で きない主な原因として,△xに 比例 して大

きくなる数値粘性が考え られる.

5.　結 論

本研究では流れを遡上する津波の砕波限界を水理実験

により測定 し,提 案する砕波限界算定式の適用性につい

て検討を行 った.ま た,水 理実験の再現計算を通 じ,本

現象の解析に適 した支配方程式,移 流項の精度,空 間格

子間隔について検討を行 った.以 下に主要な結論を示す.

(1)水 理 実験か ら,流 れを遡 る津波の砕波限界us/CはFr

=0 .1付近 を境に増大から減少に転 じる.

(2)流 れ を遡 る津波の数値計算を行う場合,非 線形分

散波理論式を用いる必要があり,砕 波の再現は従来の

流量フラックス拡散型の減衰項が適用可能である.

(3)波 高増幅を適切に表現するには波長を80～100分 割

できる空間格子間隔及び移流項に高次精度の風上差分

を用いる必要がある.
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case8

case15

case18

図-7　移流項の精度と最大水位の空間分布
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